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論文の内容の要旨 
 石井映美氏の博士学位論文は、筑波大学保健管理センター精神科を受診した自験例 370名でのカルテ
を後方視的に調査し、主として精神症状と学業転帰の関係について検討したものである。その要旨は以
下のとおりである。 
 
（目的） 
著者は、長年にわたり筑波大学保健管理センター精神科にて学生の診療を担当してきたが、精神疾患
を持つ学生が、健常学生に比べて有意に卒業しにくいのではないかという懸念から、精神疾患に関わる
どのような要因が学業転帰に関わるかを検討することを本研究の目的としている。医療の側面から退学
のリスク因子や保護因子を改善・強化し、学生の修学を支援して学業転帰の改善を図ることが著者の最
終的な目的である。 
（対象と方法） 
著者は、2004年 10月から 2016年 3月に筑波大学保健管理センター精神科を受診し、その学業転帰が
2016年 3月末の時点で既に決定している自験例の学群学生 370名を本研究の対象としている。著者はこ
のうち、2014年 3月末までに転帰が決定した 203名について、健常学生（対照群）との間で学業転帰の
比較を行っている。著者はこの対照群を、筑波大学成績管理システムの情報から抽出した保健管理セン
ター精神科受診歴のない者で、年齢、性別、専攻が受診学生と一致する者の中から、無作為に抽出して
いる。 
 著者はまず、全受診学生 370例と対照 203例の学業転帰を確認している。さらに著者は、対象 370例
の診療録を後方視的に調査し、転帰に影響すると予測される項目を抽出している。著者によれば抽出項
目は、①属性、②精神医学的評価項目、③治療や相談に関する項目、④修学状況の 4項目であった。 
 次いで著者は、2014年度末までに転帰の決定した受診学生 203例と、条件を合わせた対照群の学生と
の間で学業転帰を比較している。また、それぞれの在籍期間とそのばらつきについても比較している。 
 さらに著者は、全自験 370 例を卒業群・退学群に分け、調査項目毎に両群でデータを比較している。
また著者は、学業転帰に影響する要因を調べるため、転帰を目的変数としてロジスティック回帰分析を
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行っている。 
結果：学業転帰に関しては、著者は受診学生の退学率が 13.3% (27/203名)であり、対照群の退学率 5.4% 
(11/203名)に比し有意に高かったと述べている。また、受診学生の退学の相対危険度は 2.5であったと
いう。著者は受診学生の在籍期間が対照に比して有意に長く、そのばらつきも大きかったと述べている。 
 著者によれば、全受診学生のうち退学群は 13.5% (50/370 名)であり、退学群では女性が有意に少な
かったとのことである。著者はまた、初診時の学年の退学群が有意に低いこと、卒業群では 4年次に初
めて来院する学生が有意に多いこと、罹病期間は退学群の方が有意に長かったことについて述べている。 
 著者は精神医学的調査項目について、対象者全体の精神医学的診断は気分障害圏と神経症性障害圏が
多かったと述べている。対象者の初診時 CGI-Sスコアは 3.7と中等度の症状を示しており、終診時 CGI-GI
スコアは、2.1 と中等度以上の改善をみせていたとのことである。著者によれば、入学前に不登校歴の
あった者は多くはなかったものの、引きこもり期間と休学期間は、平均で約 4ヶ月であったとのことで
ある。 
 次いで著者は退学群と卒業群との比較を行い、精神科診断については退学群で有意に統合失調症圏が
多かったと述べている。初診時の CGI-Sスコアは退学群が有意に高く、より重症であり、終診時の CGI-GI 
スコアは退学群が有意に高く、改善度が低かったとのことである。また著者によれば、パス解析の結果、
閉じこもりや休学が長引けば改善度が低下することが予測され、自殺企図は退学群の方が有意に多かっ
たとのことである。 
 著者は治療に関しても評価を行い、診療回数は退学群の方が有意に多いこと、治療中断は退学群が有
意に少ないこと、家族の当科への相談回数は退学群で有意に多かったことなどを明らかにしている。 
 また著者は、退学群において、入学前の不登校歴及び入学後の引きこもり期間が有意に多く長かった
こと、留年回数・休学期間ともに、退学群の方が有意に多く長かったと述べている。 
 著者は学業転帰に影響する因子について検討した結果、自殺企図回数、初診時 CGI-Sスコア、引きこ
もり期間、休学期間が、学業転帰と有意に関係することをあきらかにした。また著者は、要因間の有意
な相関関係から、留年回数と CGI-GIスコアも退学に有意に関わると述べている。 
（考察） 
以上の結果にもとづいて、著者は精神疾患をもつ学生においては、疾患自体のみならず疾患に伴う自
殺企図や引きこもり、過年在籍などの心理社会的不適応状態が学業転帰に影響を与えると述べている。
それゆえ著者は、学業転帰の改善のためには、適切な治療だけでなく学業を含めた生活全般の支援が必
要であることを指摘している。そのためには、社会的機能が大きく低下する前の受診を促すことや、本
人が大学内に居場所をもつことで、孤立せずに過ごすよう導く対策にも一定の効果があると著者は述べ
る。このほか著者は、心理社会的に重症な学生には個別の生活支援が望まれることや、教育組織との連
携は重要であることを指摘している。 
（結論） 
著者は精神疾患を持つ大学生の、学業転帰改善を目的とした研究を行い、初診時重症度、自殺企図、
引きこもり、過年在籍が退学のリスク因子であること、治療による病状改善度は保護因子であるという
結果を見出した。ここから著者は、改善・強化しうる因子について、教育組織との連携、生活支援、早
期受診の呼びかけなどが有用な対策であると結論づけている。 
 
審査の結果の要旨 
(批評) 
 本研究は大学生の精神疾患と学業転帰との関係を調べた統計学的な研究報告であり、綿密なカルテ調
査に基づく後方視的研究としては、ほとんど前例がない研究である。精神疾患を持つ学生の退学率が高
いことは過去の研究でも示されてはいたが、CGI-S（初診時重症度）や CGI-GI（病状改善度）という精
神医学的要因や、自殺企図、閉じこもり、休学及び留年等、疾患に伴う二次的な心理社会的重症度、不
適応状態が学業転帰に影響を与えることを明らかにした点にも本研究の独自性がある。この結果から精
神疾患罹患学生の学業転帰に関するリスク因子、防御因子が見出されたこと、とりわけリスク因子とし
ての閉じこもり対策として、家庭訪問などの個別対応の必要性を指摘するなど、現場の臨床家にとって
も示唆に富む研究と言えるであろう。 
 平成３０年４月３日、学位論文審査委員会において、審査委員全員出席のもと論文について説明を求
め、関連事項について質疑応答を行い、最終試験を行った。その結果、審査委員全員が合格と判定した。 
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よって、著者は博士（医学）の学位を受けるのに十分な資格を有するものと認める。 
 
